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１．はじめに

　本意見書は、具体的なデータや実態などをもとに住民基本台帳ネットワーク（以下

「住基ネット」）の存在意義及び問題点について検討することによって、①国がこれま

で主張してきた住民にとっての利便性は実態と照らして現実的ではないこと、②電子

政府・電子自治体の実現にとって住基ネットは必要不可欠とは言えないこと、③市町

村は住基ネットの構築及び維持のために様々な負担を強いられているが、得られるメ

リットは皆無であること、④今後進められるであろう住基ネットの利用拡大が本人確

認情報流出の危険性を飛躍的に高める可能性があることなどについて明らかにするも

のである。

２．住民にとっての住基ネットの利便性

　国は、住民にとって住基ネットは次のような利便性を持つと主張している。一つは、

住民基本台帳事務（以下「住基事務」）の簡素化、広域化、すなわち転入転出手続きの

簡素化と住民票の写しの広域交付の実現であり、二つには、国の機関等への本人確認

情報の提供による行政手続き等への住民票の写しの添付省略などの実現である。そし

て第三に、希望する住民は、住民基本台帳カード（以下「住基カード」）の交付を市町

村長から受けることができる点である。

　本章では、国が主張するこうした利便性が、実態に照らし合わせて当を得たもので

あるのか否か検証することにしたい。

2-1　住基事務の簡素化、広域化

(1)転入転出手続きの簡素化

　まず、転入転出手続きの簡素化のサービスであるが、国の主張にもかかわらず転出

入の際には、全くといっていいほど利用されていない。例えば、東京都総務局行政部

振興企画課が2004年3月に明らかにした資料によれば、このサービスが始まった2003

年 8月 25日から 2004年 1月末日までの約 5ヵ月間における同サービスを利用した届

出件数は、転入・転出をあわせても東京都全体で 122件に過ぎない。東京都における

年間の移動者数（市区町村の境界を越えて住所を移した者の数）は、毎年およそ 120

万人であることからも、このサービスの驚くべき低調さには、正直言って呆れ返るば

かりである。

　利用がほとんどないのは東京都だけではない。大阪府では 2004年 3月 31日までに

80件、京都府では同じく 14件、愛知県では 2004年 5月 28日までに 63件、長野県で

は 2004年 6月末までに 24件である。全国集計は明らかにされていないが、全国的に

見ても利用が極めて低調であることは間違いないであろう。

　では、なぜこれほどまで利用されないのか。このサービスで、転出地の市町村役場

へ手続きのために出向くことを省略するには、あらかじめ転出地の市町村役場へ「付

記転出届」を郵送等で届け出る必要がある上、転出地の市町村からあらかじめ交付を

受けた住基カードを転入地の市町村役場へ提出しなければならないのである。これで

は、手続きの負担が軽減されたとは言い難い。また、転出入の際には、国民健康保険
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や介護保険に関わる手続きや、子どもの転校手続きなど住民登録の異動に伴う様々な

手続きが付随するのが一般的である。住基ネットはこうした諸手続きにまで対応して

いるわけではなく、転入転出手続きの簡素化のサービスを利用したとしても、結局の

ところ、転入地だけでなく転出地の市町村役場へも出向かざるを得ない。

　したがって、転入転出手続きの簡素化のサービスの恩恵を受けることができるのは、

年金、健康保険、税等に関わる手続きを勤務先において処理でき、その上、同居家族

がいない単身のサラリーマンなど限定的な住民だけと考えられる。これでは、利用が

進まないのは当然である。

　もし、国が本気でこのサービスが多くの国民に利用されると考えていたのなら、あ

まりにも現実を知らないと言わざるを得ない。サービスを提案、実施する前に、まと

もなニーズ調査や実態調査を行うべきであり、机上の空論だけで、さも便利なように

宣伝してきた国の責任は重いのではないだろうか。

(2)住民票の写しの広域交付

　次に、住民票の写しの広域交付であるが、こちらもよく利用されているとは言い難

い。例えば、京都府地方課の資料によれば、同サービスが始まった 2003年 8月 25日

から 2004年 3月末日までの約 7ヵ月間の広域交付は 1141件である。国の資料によれ

ば住民票の写しの交付請求件数は、全国で年間約 8500万件である。これを人口比で京

都府に当てはめると約 170万件になることから、このサービスの利用者がいかに少な

いかがわかる。利用者が少ないのは他の都府県も同様である。東京都では 2004年 1

月末日までに約 11600件、大阪府では2004年 3月末日までに 8834件、愛知県では2004

年 5月 28日までに 2821件、長野県では 2004年 6月末までに 1849件となっている。

　住基ネットの利便性として国は「全国どこの市町村でも住民票の写しが取れるよう

になる」と盛んに強調してきたにもかかわらず、利用率は交付請求総件数の 1パーセ

ントにも満たなかったのである。

　同時に、住民票の写しの広域交付に関して注意しなければならないのは、その実現に

住基ネットが必要不可欠ではないことである。静岡県浜松市を含む同県西部地方拠点都

市地域の22市町村は共同で、住基ネットが稼働する約5年前の1997年10月から住民票の
写しの広域交付を行っており、現在では対象を印鑑登録証明書や戸籍謄抄本まで拡大し

ている。ここでは、広域交付に住基ネットではなくファックスが使われている。例えば、

浜松市の住民が、隣接する浜北市の市役所で住民票の写しを請求したとすると、浜北市

の職員は、浜松市にファックスで当該住民の住民票の写しを請求し、浜松市はこれを受

けて浜北市役所に住民票の写しをファックスで送るのである。ここでは、住基ネットを

使わなくても、住基ネットを上回る便利な広域交付サービスが実現できているのである。

同様のサービスは、住基ネット稼働後も含めて広がりを見せており、現在、富山県全市

町村や、栃木県、群馬県、長野県、石川県、岐阜県などの一部市町村でも実施されてい

る。住基ネットは全国規模での広域交付を実現してはいるが、北海道の住民が沖縄で住

民票の写しを請求することなど希有であろうから、静岡県西部のような住民の生活圏を

対象とした広域交付で充分ではないだろうか。
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2-2　行政手続き等への住民票の写しの添付省略など

　国は、住基ネットを使って本人確認情報を国の機関等へ提供することにより、行政

手続き等への住民票の写しの添付を省略できる、また、年金の現況届の提出が不要に

なるとしている。

　確かに、住基ネットを利用すれば住民票の写しの添付を省略できるであろう。しか

し、そもそも国民はどの程度の頻度で住民票の写しを必要とする行政手続き等を行っ

ているのか。国の資料によれば、住基ネットによって住民票の写しの提出が不要にな

る行政手続きは年間約 2500万件である。総数で見るとたいへん多いように見えるが、

国民 1人あたりで見ると 1年あたり 0.2件に過ぎず、5年に 1回手続きをする程度で

あり、人生 80年と考えれば生涯にわずか 16回である。実際、住民票の写しの添付が

省略できたと国が盛んにサービスの例に出すパスポート申請についても、パスポート

の有効期間が 5年ないし 10年であることから、当然申請も 5年ないし 10年に 1回で

ある。さらに、パスポートについて言えば、住民票の写しの添付が省略できても、戸

籍謄(抄)本の提出が引き続き必要であり、国が喧伝するほど国民には便利になったと

いう実感はわかないであろう。

　では、年金の現況届の提出が不要になる点についてはどうか。現在のところ、現況

届の提出が不要となっているのは共済年金（地方公務員、国家公務員、私立学校教職

員）などの受給者の年間約 200万件のみであるが、国は将来的には国民年金、厚生年

金の年間約 2000万件についても不要にするとしている。確かに、現況届の提出が不要

になると聞けば、サービスがたいへん向上したように思う人も多いかも知れない。が、

現況届の提出は、年に１回誕生月に送られてくるハガキに住所、氏名を記入してポス

トに投函するだけの「手間」である。かつては、現況届に市町村長の証明印が必要で

あり、年金受給者は一々市町村役場に出向かなければならなかったが、1998年 1月か

らはその必要はなくなっている。

　また、現況届を廃止すれば現況届に係る郵便代など事務経費が削減できるとの主張

もあるが、住基ネットを利用した生存や住所地等の確認に係る経費（システムの開発

費や維持費など）が新たに必要となる点も考慮されるべきであろう。

　さらに、現況届を廃止するにしても、住基ネットが不可欠であるとは一概に言えな

い。住基ネットの情報のもとは市町村の住民基本台帳なのであるから、社会保険庁か

ら市町村に受給者のリストを送付し、市町村が生存及び住所地等の確認をするやり方

（コンピューター処理が可能な市町村についてはデジタルデータで送付してもらい、

既存の住民基本台帳システムを使って照合すればたいした手間はかからないであろ

う）でも、住基ネットの利用で想定されている毎年数回程度であるなら十分可能であ

ろう。また、本論からそれるが、そもそも市町村が住民の誰が年金給付を受けている

かを社会保険庁からのデータ送付で知ること（逆に言えば、高齢者にもかかわらず誰

が給付を受けていないかを知ること）は、市町村が主体的に高齢者福祉施策を進める

上では有用であろうから、社会保険庁で一括処理するよりも市町村で処理した方が国

民にとっては、むしろ便益が大きいのではないだろうか。
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2-3　住基カードの交付

　国は具体的な枚数を一切明らかにしていないが、住基カードの交付が進んでいない

のは間違いないようである。所管官庁の総務省は、2003年 8月のスタート当初、初年

度 300万枚をと見込んでいたが、毎日新聞が 2004年７月に行った独自調査によって、

初年度の交付枚数はわずか 25万枚と目標の１割以下であったことが明らかになって

いる。

　交付状況をさらに詳しく、例えば福岡県で見てみると、同県総務部地方課の資料で

は 2003年8月25日から2004年3月31日までの住基カード発行は県内全 96市町村計

で 7339枚であり、2004年 3月末の住民基本台帳人口で割った普及率は 0.15％に過ぎ

ず、発行数 1枚の 3つの村を含め 38の自治体では 10枚以下となっている。

　また、国が住基カードのメリットの筆頭にあげるカードの多目的利用（市町村条例

に基づく独自サービス）についても、国のかけ声ほどは進んでいないようである。東

海大学政治経済学部の小林隆講師が行った人口10万人以上の248自治体を対象として

アンケート調査（2004年 5月 22日～6月 12日、有効回答率 48.4％）によると、独自

サービスを現に搭載している自治体は 26自治体（21.7％）であり、今後 5年以内に独

自サービスを搭載する予定も 18自治体に過ぎず、6割以上（63.3％）の自治体では独

自サービスを搭載する予定がないことが判明している。もっとも、愛知県の資料（2004

年 5月 28日現在）を見ると、小林講師の調査結果は楽観的過ぎるように思える。同県

では驚くべきことに県内全 87市町村の内、多目的利用を実施しているのは住民票の写

し、印鑑登録証明書、所得証明書、納税証明書を発行する自動交付機での利用などを

行っている知多市のみであり、71市町村では多目的利用の検討すら全く行っていない

のである。

　前掲のアンケート調査では、市町村に対して独自サービスを行わない理由を聞いて

はいない。が、今日、ほとんどの市町村は危機的な財政状況におかれており、これま

で以上に財政支出にあたっての住民の意向に敏感となっていることから、住基カード

の多目的利用に財源を投入しないのは、住民が求めていないからであると見るのが合

理的ではないだろうか。特に、国が推奨するところの住基カードを証明書自動交付機

で利用する程度のサービスであれば、既に多くの市町村において独自に発行したカー

ド（磁気カード等）で実現されており、あえて経費をかけて住基カードにも対応させ

る必要はないと考えているのではないだろうか。例えば、福岡県では北九州市、飯塚

市、大野城市、柳川市、久留米市、行橋市、岡垣町、椎田町には証明書自動交付機が

あるが、これらは全て独自のカードによるものであり住基カードには、現在のところ

対応していない。

　また、住基カードが住民登録を行っている住民にのみ交付されることから、これを

独自サービスに利用した場合には、外国人登録を行っている住民（2003年末現在、全

国で約 192万人。総人口の約 1.5％）との行政サービスに格差が生じてしまうことに

対する懸念が市町村にはあるとも考えられる。

　以上から、国民はそもそも住基カードを必要としておらず、個々の思惑は不明では
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あるが、なぜか普及に非常に熱心な岩手県水沢市や宮崎県宮崎市などごく一部の市町

村を除けば、市町村自身、多目的利用も含め住基カードの普及には力を入れていない

のが、現実であろう。

　なお、国は、写真付の住基カードは公的な身分証明書としても活用できるとしてい

るが、自治体が発行する住民の身分証明書が住基カードでなければならない理由など

はない。いくつかの市町村では住基カード以前から住民の便益を考え「市民証」等の

名称で身分証明書を希望者に交付しており、こうした市町村の中には住基カードの交

付が始まった後も廃止することなく利用し続けているところも多い。こうした「市民

証」は、一般的に、紙製やプラスチック製のカードが使われており、ＩＣが装備され

ている住基カードに比べ発行コストは概ね小さく、住基カードよりも安い手数料で交

付している市町村も多く、また、北海道千歳市や栃木県宇都宮市、神奈川県大和市、

千葉県習志野市の様に外国人登録を行っている住民にも住民登録者と区別なく交付し

ている市町村も多数存在している。これらの「市民証」も、住基カードも、市町村が

交付し、券面に記された顔写真や氏名、住所等で身分証明を行うという点では差違は

全くなく、市町村が住民に身分証明書を発行するに際し、あえて大仰でコストのかか

る住基カードを使わなければならない理由はないのである。

３．電子政府・電子自治体の実現

　前章で検討した住基ネットの住民にとっての利便性は、1999年の住民基本台帳法

（以下「住基法」）の改正時において既に国が主張していたものであるが、現在、住基

ネットの存在理由として最も国が強調しているのは、こうした利便性ではなく、電子

政府・電子自治体を実現するために必要不可欠だとするものである。国は、「5年以内

に世界最先端のＩＴ国家となる」ことを掲げた国家戦略である「e-Japan戦略」を 2001

年 1月に決定し、電子政府・電子自治体の実現を「ＩＴがもたらす効果を日本社会全

体で活用するための社会的基盤」として位置付けたのである。住基ネットが電子政府・

電子自治体の実現に必要不可欠だとする主張は、この「e-Japan戦略」決定後に突然

浮上したものであり、1999年当時の国会審議においては、住基法の改正理由に含まれ

ておらず、議論の俎上にも全くもって載せられていなかった。はたして、この後付と

も言える「新しい主張」は妥当なものなのであろうか、以下検討を進めることにした

い。

3-1　電子政府進捗度と住基ネット

　国は、電子政府・電子自治体の実現には住基ネットは必要不可欠だ主張しているが、

これは間違いのない事実であろうか。

　2004年 5月 26日に開催された総務省の電子政府・電子自治体推進本部有識者懇談

会（第 3回）において資料として配布されたアクセンチュア株式会社の「第 5回電子

政府進捗度調査」（2004年 1月）の結果によれば、日本の電子政府進捗度は、調査対

象の 22カ国中、11位と出遅れており、同会合でも議論の対象となったようである。

e-Japan戦略では、電子政府・電子自治体は「世界最先端のＩＴ国家」の社会的基盤
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と位置付けられ、４つの重点政策の内の一つにあげられている。したがって「世界最

先端のＩＴ国家」においては、電子政府進捗度でも世界第 1位になることが求められ

ていると考えて良いだろう。

　繰り返しになるが、国は、電子政府・電子自治体の実現には住基ネットが必要不可

欠だと主張している。とすると、この進捗度調査で４年連続で 1位を占めるカナダや、

その後に続くアメリカ、オーストラリアなど日本より上位にある国々には、住基ネッ

トと同様のシステムが存在するはずである。もし、存在しないにもかかわらず電子政

府進捗度が上回っているなら、国の主張は崩れてしまうことになる。

　日本の住民票コードとは性格は違うが、カナダやアメリカには社会保障番号が、オ

ーストラリアには納税者番号が、国民への付番制度として確かに存在している。しか

しながら、これらの国において、こうした番号だけでなく氏名や住所、性別、生年月

日などからなる全国民の本人確認情報を国の行政機関等が住基ネットのようにコンピ

ューターで一元的に管理し、これをネットワークで流通させているといった話は聞い

たことがない。また、住基カードのようなＩＣカードについても、「世界最先端のＩＴ

国家」であると考えられるアメリカにも存在していないし、具体的な計画もないよう

である。それでも、これらの国は日本より上位にランクされているのである。国の主

張は、全くもって的はずれである。

3-2　公的個人認証サービスと住基ネット

　では、国は、どのような理由でもって、住基ネットは電子政府・電子自治体に必要

不可欠だと主張しているのだろうか。電子政府・電子自治体によって国民に提供され

る様々なサービスの内、最大の目玉と位置付けられているのは、インターネットを利

用した行政手続きである電子申請の実現である。電子申請を実現するには、その安全

性及び信頼性を確保するためには、申請書を誰が作ったのか明らかにし、送信途中で

改ざんされていないこと、すなわち確実な本人確認ができるセキュリティ確保の手段

が不可欠だとされている。このために、利用されるのが電子署名であるが、電子署名

とその正当性を保障する電子証明書を発行するサービスを地方自治体が主体となって

「公的」に住民に提供するものとして 2004年 1月より始まったのが、公的個人認証サ

ービスである。いわばインターネット上の印鑑登録制度である。

　国は、この公的個人認証サービスを実現するには住基ネットが欠かせないと主張し

ているのである。すなわち、住基ネットがなければ公的個人認証サービスは実現でき

ず、そのため電子政府・電子自治体も実現できないというのである。果たしてそうだ

ろうか。

　電子証明書の交付を受けた住民が死亡したり、住所・氏名が変わった場合、電子証

明書は失効するのであるが、公的個人認証サービスでは、電子証明書の発行主体であ

る都道府県（市町村は受付・交付窓口）から公的個人認証サービスに関する業務を委

託された都道府県センター（財団法人・自治体衛星通信機構）が、失効リストをも作

成することになっており、同センターは、住基ネットの全国センター（財団法人・地

方自治情報センター）から死亡等の異動情報をネットワークを介して得るようにシス
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テムは作られている。しかしながら、死亡等の異動情報は、もともと市町村において

住民からの届出によって作成されるのであるから、あえて住基ネットの全国センター

を介さなくても、市町村から公的個人認証サービスの都道府県センターに、電子証明

書の被交付者に関する異動情報のみ直接送れば事足るはずである。また、その方が、

より簡素に、より低コストでシステムを実現できるのではないだろうか。

　では、日本より電子政府の構築が進んでいるとされるカナダやアメリカではどうな

っているのか。これらの国々でも電子申請に電子署名や個人認証サービスが必要不可

欠である事情は同じであるが、公的な個人認証の制度はなく、民間が提供する認証サ

ービスが利用されている。実は日本でも、公的個人認証サービスに先立ち、民間事業

者による個人認証サービスが始まっており、既に電子申請にも利用されているのであ

る（国・自治体への電子申請には公的個人認証だけでなく概ね民間事業者による電子

証明書も利用できる）。

　また、国は、公的個人認証サービスは全国どこに住んでいる人に対しても安い費用

でサービスを提供することができるとし、民間よりも優れていると主張している。確

かに電子証明書発行手数料は、民間のものが数千円から 1万円程度するのに対し、公

的個人認証サービスは全国一律 1件 500円と安価である。が、これは税金による赤字

補填を前提としたものであり、民間との競争という面ではフェアとは言えない。国は、

2004～2006年度の電子証明書発行予想枚数を 1000万枚とし、同期間の都道府県セン

ターのランニングコスト約 50億円から 1件 500円の手数料を決めたのであるが、もし、

万が一、発行枚数がこれを下回った場合は、不足分は都道府県から交付金という形で

都道府県センターに支払われることになっている。因みに、公的個人認証サービス開

始の 2004年 1月 29日から同年 3月末までに発行された電子証明書はわずか 24,392

件である。

　また、民間のサービスでも、電子証明書の発行手続きにインターネットや郵便を使

うため、全国どこに住んでいても基本的に同様のサービスを受けることができ、公的

個人認証サービスが優位であるとは言えない。さらに、公的個人認証サービスは、住

基ネットに依存していることから、住民登録を行っている住民にはサービス提供でき

るが、外国人登録をしている住民にはサービスを提供できないという致命的な欠陥を

有している。民間のサービスの中には、住民登録者と外国人登録者と区別なく同等の

サービスを提供しているものも多く、この点でも公的個人認証サービスの方が優れて

いるとはとても言えない。

４．市町村にとっての住基ネット

　市町村は、住基ネットの構築及び維持のために多額の費用を負担するだけでなく、

住基ネットに流れる本人確認情報を常に最新かつ正確にするための業務やセキュリテ

ィ対策を日常的に強いられている。しかしながら、こうした負担に対して市町村が得

られるメリットは皆無と言って良い状況である。本章では、住基ネット、及び住基ネ

ットによって実現するサービスが市町村にとっていかなる意味を持っているのかを考

えてみることにする。
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4-1　市町村によるサービス提供としての住基ネット

　市町村が施策を行う上で最も重視しなければならないのは、その施策が住民から支

持を得ているか否かであり、その施策が特定のサービスを提供するものであるなら、

そのサービスが利用されているか否か、すなわち需要はあるのかどうかである。住基

ネットは、国の住民にとっての利便性の主張にもかかわらず、前章で詳しく述べたよ

うに転入転出手続きの簡素化についてはほとんど利用がなく、住民票の写しの広域交

付や、住基カードの交付のサービスについてもその利用は低調であり、住民から支持

を受けているとは言い難い状況である。

　住基ネットによって住民の負担が軽減し行政サービスが向上すると、どれほど国が

主張しても、実際にそのサービスが利用されないのなら、単なる机上の空論に過ぎな

い。国は、平成 10年 3月付の文書「住民基本台帳ネットワークシステムのベネフィッ

ト（試算）」において、転入転出手続きの簡素化によって住民は 274.2万時間（時給換

算で 32.1億円に相当）を、行政側は 51.7万時間（同じく 18.7億円）を節約できると

している。しかし、この計算では 470万件と見積もった転入届の内、半分がこの制度

を利用するとしている。実に 235万件である。が、現実はどうか。例えば全人口のお

よそ 1割が居住する東京都内で 2004年 1月末までの約 5ヶ月間の転入届の内、このサ

ービスを利用したのはわずか 64件（年間に推定して 154件）である。驚くべきことに、

国の試算は国民（少なくとも転入届をする国民）の半分が住基カードを所持している

ことを前提としているのである。開いた口がふさがらないとは正にこのことであろう。

　また、試算では住民票の写しの広域交付件数が交付件数全体の約 12パーセントを占

めるとして、住民は 758.0万時間（時給換算で 98.5億円に相当）を節約できると計算

している。が、こちらも現実は全く違っている。先に見たように、およそ交付件数 170

万件と推定される京都府では 2004年 3月末までの約 7ヶ月間で 1141件、年間に直し

て約 2000件、全体の 0.12パーセントに過ぎない。

　国は、この程度の試算で市町村に「住民負担が軽減し行政サービスが向上する」と

住基ネットの構築と参加を強要してきたのである。市町村も住民もいい迷惑である。

　国が住民にとって便利だと強調する行政手続き等への住民票の写しの添付省略につ

いても、先に述べたように、そもそも多くの住民は住民票の写しを付けなければなら

ない行政手続き等を国の機関等に対して頻繁に行うことはなく、また、パスポートの

申請のように住民票の写しの添付を省略できたとしても戸籍謄（抄）本を添付しなけ

ればならない場合もあり、住基ネットでこんなに便利になりましたよと市町村が胸を

張って住民に説明できるほどのものとはなっていない。

　住基ネットは、住民の要望に応えて行政を進めることが使命である市町村にとって、

少なくとも住民へのサービス提供という点では、全くもって評価できない代物であり、

必要不可欠なものとは言えないのである。

4-2　市町村にとっての全国共通の本人確認システム

　ところで、国は、住基ネットは「全国共通の本人確認を可能とするシステム」であ
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るとし、その存在意義を強調しているところであるが、では、誰が住基ネットを使っ

て本人確認、すなわち本人確認情報を取得する必要があるのだろうか。

　まず、必要とするのが市町村でないことは明らかである。なぜなら、当該住民の住

所地である市町村の役場は、もともと住民基本台帳を所持しているのであるから、本

人確認に住基ネットを使う必要は全く考えられない。もちろん、現に住んでいる住民

以外の住民の本人確認情報を市町村役場が必要とするケースもある。例えば、当該住

民がその市町村に転入手続きを行う際である。が、この場合、住基ネットは必要ない。

なぜなら、転入手続きには前住地の役場が発行した本人確認情報などが記載された転

出証明書を提出する必要があるからである。他にも、以前住民であった者が、税金等

を収めないまま転出してしまい、その後の住所が不明となり滞納処分を行うために現

在の住所が必要となった場合などが住民以外の住民の本人確認情報を必要とする場合

として考えられる。しかしながら、住基ネットはそもそもこういった事務に関しての

利用まで想定し設計されてはいない。

　したがって、住基ネットは「全国共通の本人確認を可能とするシステム」だとの国

の主張にもかかわらず、市町村にとっては、本人確認のために住基ネットを使う場面

はそもそも存在しないのである。もっとも、市町村が公的個人認証サービスを住民に

提供するためには、本人確認のために住基ネットを使う必要があると国は指摘するか

も知れない。しかしながら、前章において、既に住基ネットを使わなくても公的個人

認証サービスが実現できることを明らかにしており、この指摘もまたあたらない。

　では、国や都道府県にとってはどうだろうか。言うまでもないが国や都道府県には

住民基本台帳は存在しない。ために、これまで国や都道府県は、本人確認が必要な場

合には、当該住民に住民票の写しの提出を求めたり、当該住民の住所地の市町村に照

会文書などを発して本人確認情報の提供を求めてきたのである。住基ネットは、こう

した行為を省こうというものであるから、結局のところ、住基ネットは都道府県と国

のためだけの「全国共通の本人確認を可能とするシステム」なのである。

4-3　住基ネットと市町村の負担

　これまで見てきたように、市町村にとっては住民から支持を得ているとは言い難く、

また、市町村自身が本人確認のために利用することもまず考えられない住基ネットで

はあるが、市町村は構築と維持に関わる費用負担だけでなく住基ネットに流れる本人

確認情報を常に最新かつ正確にするための業務をも日常的に強いられている。

　この本人確認情報を常に最新かつ正確にする業務は、住民基本台帳に記載された情

報を常に最新かつ正確にする業務に付随して行われるのであるが、住基ネットが存在

しなければする必要のなかった業務、例えばネットワーク接続の維持管理業務や、セ

キュリティ業務などが新たに加わっており、これが担当職員の精神的ストレスも含め

て市町村の負担となっているのは説明するまでもないことであろう。

　次に、費用負担の問題であるが、構築経費について見ると市町村は都道府県に比べ

て大きな負担を強いられているようである。総務省自治行政局市町村課の平成 14年

10月 31日付の資料によれば、平成 11～15年度の住基ネット導入経費は関連経費も含
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めて、住基ネット全国センター、都道府県、市区町村併せて約 391億円であるが、こ

の内の 8割近い 307億円が市区町村の負担となっており、住民基本台帳に基づく全人

口から１人あたりの負担額を求めると約 240円となる。各市区町村毎の導入経費をこ

こで示すことはできないが、一例としてあげるなら、例えば神奈川県横須賀市（人口

約 43万人）は平成 13～15年度の３ヵ年に約 16300万円の予算を住基ネットに支出し

ている。住民１人あたりに同じく換算すると約 380円となり、先の数字と約 140円の

開きが生じる。この差は、横須賀市の経費には総務省の資料には計上されていない人

件費（約 5800万円）が含まれているから生じたものである。したがって、全国の市区

町村が住基ネット導入のために支出した金額は、人件費も含めれば、さらに 1.5倍程

度に膨らむのではないかと考えられる。

　一方、稼働後についてはどうか。先の総務省の資料によれば、毎年要する経常経費

としては、全体で約 391億円が必要であり、その内、約 88億円を市区町村が負担する

ことが見込まれている。もちろん、こちらにも人件費は含まれていない。

　以上から明らかなように、住基ネットは市町村にとって新たな負担を強いられるだ

けで、得られるメリットは皆無のシステムである。であるからこそ、今後も住基ネッ

トが存在し続けるとするなら、個々の市町村の判断で、もちろん住民の意向に添って

ではあるが、少なくともその参加・不参加は、国に干渉されることなく自主的に決め

られるべき性質のものであろう。

　なお、蛇足ながら、本節で示した住基ネットに関わる経費には、住基ネットを利用

する側、例えば年金事務に関して本人確認情報を利用する社会保険庁などが、その利

用にあたって支出するであろうシステムの開発や整備、維持に関わる経費や人件費な

どは一切含まれていないし、また、こうした経費は明らかにもされていない。住基ネ

ットの利便性を主張するなら国はこうした情報も国民に積極的に示すべきであろう。

５．住基ネットの利用拡大と本人確認情報流出の可能性

5-1　住基ネット利用の現状

(1)住基ネット利用事務

　住基ネットを利用して本人確認情報の提供を受けることのできる事務は、住基法に

よって 264事務とされているが、現時点で、これらの事務全てについて利用されてい

るのではない。国は、今後、当該事務を担当する行政機関の準備が整い次第、利用を

順次拡大していくとしている。指定情報処理機関である財団法人・地方自治情報セン

ターが公告した本人確認情報の提供状況を見ると、利用事務は住基法で定められた数

に対して、まだ少数ではあるが、確実に利用が広がっていることがわかる。平成 15

年 8月 14日付（期間、平成 14年 10月～15年 7月）では 8提供先に 11事務となって

いたが、平成 16年 8月 18日付（同、平成 15年 8月～16年 7月）では 15提供先に 18

事務と拡大しており、提供件数も約 1500万件から約 2900万件へと倍増している。

　また、これら住基法で定められた事務の内容について、当初の国の説明を超えて広

がる可能性もでてきている。例えば、国民年金事務に関する利用について、これまで

年金受給者の現況届を廃止することがその主な内容とされてきたが、総務省は「年金
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に関する行政評価・監視結果に基づく第１次勧告」（平成 16年 10月）において、住基

法の規定に基づき住基ネットを国民年金未加入者の把握にも活用することを社会保険

庁に勧告している。もし、これが実施されると、国民年金未加入者約 635000人（同庁

による 2001年 10月時点での推計）の本人確認情報が住基ネットから新たに抽出され

同庁に送られることになる。

　さらに、「本人確認情報の提供、利用及び保護に関する条例」を 2004年 7月 1日に

施行した兵庫県のように住基法の規定（第 30条の 8第 3項）に基づき条例を制定する

ことにより、県税の賦課や徴収に関する事務などに独自に利用する自治体も現れてい

る。

　以上のように、住基ネットの利用は法定された 264事務についてもまだ利用されて

いるのは、ごく一部に過ぎず、本格的な利用はこれからという状況であり、また、法

定された事務の範囲内での実質的な利用拡大や県条例による利用拡大の可能性もあり、

現時点において、住基ネットからの明らかな流出事件が起きていないからといって、

確実に利用拡大が進むもとでは、将来も流出事件は起きないだろうなどと論じるのは

早計過ぎるのではないだろうか。むしろ流出の危険性は著しく増すと考えるのが妥当

ではないか。

(2)提供方法別の利用状況

　では、なぜ利用拡大が進むと本人確認情報の流出の危険性が著しく増大すると考え

るのか。これについて述べる前に、住基ネットの利用状況を提供方法から見てみるこ

とにしたい。

　本人確認情報の提供方法には、即時提供と一括提供があり、さらに一括提供には磁

気媒体によるものと電気通信回線によるものとがある。住基ネットにつながった端末

装置に住民票コードや氏名、住所などの検索条件を入力し、本人確認情報を得る方式、

すなわち即時提供による利用のイメージが国民の間には強いと思われるが、実際はど

うなのか。前述の財団法人・地方自治情報センターの平成 16年の公告によれば、平成

15年 8月～16年 7月に即時提供された本人確認情報は約 30万件であるのに対し、磁

気媒体による一括提供は 1350万件、電気通信回線による一括提供は 1520万件となっ

ている。即時提供による利用は、何と全体の 1パーセント程度に過ぎないのである。

検索条件を一件一件入力し、検索をかけ、画面で本人確認情報を確認するよりも、住

基ネットのサーバーから必要とする本人確認情報を特定の条件をもとに抽出し、これ

を照会結果ファイルとして磁気媒体もしくは電気通信回線で提供する一括提供方式、

国民にはほとんど知られていないこちらの方式の方が遙かに主流なのである。

　また、公告によれば共済等の年金事務での利用のほとんどは一括提供によるもので

あることから、国の予定通り国民年金や厚生年金での現況届の廃止や、国民年金未加

入者の把握などの利用拡大が進めば、一括提供の割合がさらに大きくなると考えて差

し支えないであろう。

　よって、利用拡大に伴う本人確認情報流出の可能性について、即時提供に関しての

み検討するのは当然ながら不充分であり、提供件数から見て流出した場合の被害の大
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きさが格段に大きくなると予想されることから、一括提供についても十分検討する必

要があるだろう。

5-2　本人確認情報流出の可能性

(1)即時提供に関して

　即時提供の拡大は、住基ネットにつながった端末装置が国の機関に増えることを意

味すると同時に、これを操作する者もまた増えることを意味する。市町村の場合、住

基ネットにつながった端末装置は、情報システムの管理部門を除けば、基本的に住民

登録担当課のみに設置されており、職員相互による監視だけでなく住民の目が届きや

すいことからも精神的な面も含めて不正な操作は比較的しにくい状況にあると言える。

しかし、国の機関などの場合はどうであろうか。

　条例で利用事務を独自に拡大した兵庫県では、他の都道府県と同様にパスポートの

交付事務のために設置していた旅券事務所に加えて、新たに県内 17ヵ所の県税事務所

や 14ヵ所の土木事務所などに住基ネットにつながった端末装置を設置し、納税通知の

返戻処理や滞納者の現住所の確認、公共事業用地の取得に係る権利者の住所等の確認

などに 2004年 7月から利用している。国の場合も住基ネットを即時提供方式で利用し

ている以上、端末装置をどこかに設置しているはずである。例えば、社会保険庁は、

同庁のホームページにて、年金に関する一部の手続きについて、住基ネットを利用す

ることで、申請書等に住民票コードを記入すれば、住民票の写しの添付が省略できる

としていることから、社会保険庁のどこかに住基ネットにつながった端末装置がある

ことは間違いないであろう（前述の財団法人・地方自治情報センターの平成 16年の公

告によれば、平成 15年 8月～16年 7月に社会保険庁に対して、約 12000件の即時提

供がなされている）。

　しかしながら、同庁のホームページには「社会保険事務所において住民基本台帳ネ

ットワークシステムを利用して本人確認情報を確認できるのは、申請者の方から住民

票コードを提出いただいた場合に限られています」や、「住民基本台帳カードをお持ち

いただいても、住民票コードが券面表記されておらず、社会保険事務所等では住民票

コードを確認することができません」などの記述もあり、実際のところ端末装置が全

国 310カ所の社会保険事務所のそれぞれに配置されているのかどうか、また、その端

末が市町村役場に設置されているものと違うのか同じなのかなど、その実態は全くも

ってわからない。

　即時提供は、財団法人・地方自治情報センターの公告によれば、社会保険庁や総務

省などの省庁だけでなく地方公務員災害補償基金や国家公務員共済組合連合会、日本

私立学校振興・共済事業団、建設業法第 27条の 19第 1項に規定する指定資格者証交

付機関（財団法人・建設業技術者センター）などに対しても行われている。こうした

省庁や機関において端末装置がどこに、何台設置され、また誰が操作しているのか、

国家公務員なのか事業団や財団の職員なのか、また正規職員なのか嘱託職員や非常勤

職員、臨時職員も含まれているのかといった身分などについても一切明らかにされて

いない。これでは、国がとっているという内部の不正利用防止対策も、それが具体的
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にどのようなものであり、それが正しく実行されているのか国民として判断のしよう

がない。国の言をただ信用しろと言われても、充分な説明がなければ、それは難しい

のではないか。

　ところで、住基ネットが利用できるようになる前は、国の機関が国民の本人確認情

報を必要とする場合、本人に住民票の写し等を提出させない限り、公文書である照会

文書を市町村に一々送付しなければならず、市町村からこれに応じた回答文書が同じ

く公文書で返送されてはじめて国の機関は本人確認情報を得ることができたのである。

　この方法では、誰の本人確認情報が、いつ、どこへ、何のために提供されたのかが

市町村の側で明確に記録されるとともに、その請求及び提供が正当なものであるのか

国と市町村の双方で組織的にチェックすることになり、業務上必要のない本人確認情

報を不正に取得することに一定歯止めがかかっていたと言える。しかしながら、国の

機関において住基ネットの端末装置を使った即時提供を利用した場合は、操作者が正

当な操作のついでに、不正に本人確認情報を検索し取得しようとしたならどうであろ

う。端末装置で検索をかける対象者について、不正な操作を防ぐためにあらかじめ上

司の決裁を一々得るようにしていたとしても、実際に端末を使って検索をかけている

対象者が決裁の範囲内なのかどうなのかチェックするのは困難である。もしどうして

もチェックをしたいのなら、監督役の職員か、もしくは上司自らが端末装置の後ろに

立ち画面を注視するなど監視をし続けることが必要となろう。

　もちろん、アクセスログに端末装置の全ての操作は記録されることから、不正な操

作が後に発覚する可能性はある。が、アクセスログは正当、不正を問わず操作毎に作

成されることから、その量は膨大となり、不正の有無をアクセスログから日常的にチ

ェックすることは事実上不可能である。また、アクセスログは、意図的な不正利用と

住民票コードや住所・氏名などの検索条件の入力ミスによる誤操作とを区別して記録

するようにはなっていない。結局のところ、アクセスログから不正な操作が行われた

ことが判明するのは、あくまでも本人確認情報の流出が発覚し問題となってからであ

る。アクセスログは犯人捜しには確かに有効であろうが、不正操作そのものを未然に

防ぐものではない。

　また、市町村の住民登録担当課に比べて利用頻度が少ない国の機関において、市町

村の住民登録担当課と同様に住基ネットにつながった端末装置を操作する者全てに、

個別に操作者識別カード（ＩＣカード）が配布されているとは考えられず、１枚のカ

ードを複数の者で共用している可能性も大きいのではないか。先に紹介した条例で利

用事務を独自に拡大した兵庫県では、カードは住基ネット端末１台に付き複数枚配布

され、これを誰がカードを使ったかを一々管理簿に記入することを前提に、事務所内

で共用しているという。カードとセットになっているパスワードも共用されている可

能性が強い。こうした運用の場合、アクセスログからはどのカードを使って住基ネッ

トを利用したかはわかっても、そのカードを本当に誰が使ったのかまで判明すること

はない。

　もっとも、「いや大丈夫だ。カードの管理簿さえあれば誰が使ったかわかる」と反論

されるかも知れない。が、不正利用を企んでいる者に対して、管理簿への正直な記入
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を期待するのはあまりにも馬鹿げた考えである。不正利用は、往々にして他人への成

りすましから始まると考えるべきであろう。

(2)一括提供に関して

　では、一括提供についてはどうだろうか。即時提供の場合、本人確認情報は住基ネ

ット端末の画面に照会結果として表示されるので、これを必要に応じて転記するか、

照会結果確認票をプリンターで印字しこれを利用することになる。したがって、転記

された書類や照会結果確認票の持ち出しやコピー等によって本人確認情報が不正に流

出する可能性はもちろん考えられる。しかしながら、一度に大量に流出する可能性を

考えれば一括提供の方が遙かに危険である。

　一括提供では、住基ネットのサーバーから必要とする本人確認情報を特定の条件を

もとに抽出し、これを照会結果ファイルとして磁気媒体もしくは電気通信回線で提供

するのであるが、１つのファイルに記録される本人確認情報が抽出条件にもよるが数

十万人分に達する場合も考えられる。例えば、社会保険庁は 20歳に達した者に国民年

金への加入を促すために、「国民年金調査票（兼加入届）」を 20歳の誕生月の前月末に

送付しているのであるが、2003年度から該当者を抽出するために住基ネットが利用さ

れている。ここ数年、20歳に達する者は毎年約 150万人であり、１ヶ月あたりにすれ

ば約 12～13万人である。一方、財団法人・地方自治情報センターの平成 16年の公告

には、「国民年金法による被保険者の資格の取得の届出、年金である給付に係る権利の

裁定もしくは支給の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事務」のために、社

会保険庁に対して毎月 12万件前後の本人確認情報の提供が磁気媒体による一括提供

で行われていると記されている。磁気媒体が光磁気ディスクなのかＣＤ－Ｒなのか、

はたまた磁気テープなのか、また 1つなのか複数に分かれているのか詳細はわからな

い。しかしながら、10万人を超える国民の本人確認情報が記録された磁気媒体が全国

センターから社会保険庁へ毎月送られているのはまず間違いないであろう。はたして

セキュリティは大丈夫なのだろうか。

　磁気媒体による流出を考えた場合、まず想定しなければならないのは磁気媒体その

ものの不正持ち出しや盗難である。照会結果確認票は例え数百人分であっても上着の

ポケットに入りきらないだろうが、光磁気ディスクやＣＤ－Ｒなら数十万人分の本人

確認情報を記録したものであってもポケットに収まるであろう。また、照会結果ファ

イルの別の媒体への不正なコピーや、インターネットなどを利用した外部への不正送

信も考えられる。

　住基ネットではないが、京都府宇治市から乳幼児検診システムの開発を受託した企

業のアルバイトが、光磁気ディスクに、住民基本台帳など約 22万人分の個人情報をコ

ピーし持ち出し、名簿業者がこれをインターネットで販売するという事件が 1999年に

起きている。また、2002年 12月には福島県岩代町で、委託先企業の車から既存の住

民基本台帳システムのバックアップデータ（住民基本台帳に記録された全町民約 9600

人分の住民票コードを含む個人情報全て）を記録した磁気テープが盗まれるという事

件が起き、さらに、2003年 7月には北海道帯広市の戸籍データを収めた磁気テープを
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システムの維持管理を委託された企業が宅配便で輸送中に紛失するという事件が起き

ている。そして、つい最近ではあるが、2004年 10月には三重県立図書館の全利用者

約 133000人分の住所や電話番号などの個人情報が外部へ流出する事件が発覚してい

る。これは、同図書館から委託を受けてシステムの更新作業をしていた企業の社員が

無断で大阪からの遠隔操作で利用者のデータをダウンロードし、これを別の社員に電

子メールで送ったところ、この社員がデータを自宅に持ち帰ったパソコンごと盗まれ

たというものである。

　住基ネットへの外部からの不正侵入について万全の防止策をとっていると国は言う

が、これまでに起きてきた事件から見れば、現実的には、不正侵入よりも磁気媒体に

よる流出の可能性の方が大きいのではないだろうか。

　では、こうした方面の流出防止対策はどのようになっているのだろう。残念ながら、

これまで国は、一括提供に利用する磁気媒体の種類、暗号化の有無、送達及び保管方

法、さらにはこうした磁気媒体を誰がどこでどの様に利用するのかや、利用後の磁気

媒体の処分方法についても一切明らかにして来なかった。磁気媒体による一括提供の

拡大は、当然ながら全国センターから国の機関に送られる本人確認情報を記録した磁

気媒体の数を増やすことになり、磁気媒体を取り扱うコンピューターと操作者を増や

すことにもなる。磁気媒体、コンピューター、操作者が増えれば増えるほど、流出の

危険性を大きくなるのは間違いないだろう。

　また、電気通信回線による一括提供についても利用される電気通信回線がどのよう

なものであるのか、住基ネットの一部なのか、別の回線なのか、また別の回線である

ならその管理は誰が責任を負っているのかなど、こちらもまた一切明らかにされてい

ない。

　一括提供は、前述の財団法人・地方自治情報センターの公告によれば、社会保険庁

や総務省などの省庁だけでなく地方公務員災害補償基金や国家公務員共済組合連合会、

日本私立学校振興・共済事業団、建設業法第 27条の 19第 1項に規定する指定資格者

証交付機関（財団法人・建設業技術者センター）などに対しても行われている。

　官民を問わずパソコンや磁気媒体の盗難事件が頻発し、民間からの個人情報の大量

流出事件が内部犯行も含めて次々と発覚する中で、国がこのような秘密主義をとり続

け、説明責任を十分果たさないままでは、不正利用防止対策を取っているといくら説

明されても、本人確認情報の流出の懸念を払拭することはできないであろう。

６．まとめ

　以上、ここまで述べてきたことをまとめると、第一に、国の主張する住基ネットの

利便性は利用実態や国民の生活状況から見て全く現実的ではなく説得力に欠け、また、

電子政府・電子自治体構築に不可欠との論拠も極めて怪しい。第二に、市町村は住基

ネットの構築及び維持のために多額の費用負担だけでなく、システムを根底で支える

ための業務を日常的に強いられているにもかかわらず得られるメリットは皆無である。

そして、第三に、住基ネットの利用が国の計画に沿って今後拡大すればするほど本人

確認情報流出の可能性が高まると考えられるが、政府の流出防止対策はあまりにも説
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明不足であり信頼に足るものとは言えない。

　よって、これ以上の住基ネットに関わる税金の無駄遣いを止めさせるとともに、本

人確認情報の流出を防ぎプライバシーを保護する観点から、直ちに住基ネットは停止

し、速やかに廃止すべきであると考える。

以上


